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（１）住民等への聞き取りにより空家所有者を特定する方法 

 

実施方法 ・現地調査で特定した空家の近隣の住民や、自治会・管理会社等への聞き込みにより、

空家所有者を特定する。 

・調査により把握する内容は、空家所有者の氏名、住所、連絡先である。 

利用上の利点 ・ステップ２の空家を特定する際に実施する現地調査に併せて、近隣住民等へ聞き込み

を行うことで、作業の省力化につながる。 

利用上の留意点 ・調査対象区域のコミュニティが発達していること、自治体と住民や自治会等との関係

が密である事が前提となる。 
 

（２）データ上で空家所有者を特定する方法 

①地番の特定 

地番を特定するためには、公図と空家をプロットした住宅地図を突き合わせて確認します。 

ⅰ）公図による地番の特定 

収録データ 地番 

入手方法 法務局窓口での申請 

インターネット上での閲覧 

地図イメージ 

 

利用上の利点 ・家屋番号は、通常地番と一致しているため、地番を判明することができれば、土地登

記情報、建物登記情報の双方を入手することが可能です。 

利用上の留意点 ・特定した空家ごとに公図を申請する必要があること、また、敷地形状が住宅地図と公

図で一致しない場合には法務局への直接の問い合わせる必要があること（ⅱ）参照）

などから、作業に労力を要する。 

ⅱ）法務局への問い合わせ 

当該空家の敷地が分筆された場合などは、住宅地図と公図で敷地形状等が異なり、地番を特定す

ることが困難です。このような場合には、法務局に当該空家の地番について直接相談し、確認す

ることが必要になると考えられます。 

ステップ３ 空家所有者の特定の参考資料 
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②各種データによる空家所有者の特定 

①で特定した地番（＝家屋番号）をキーとして登記簿謄本又は固定資産課税台帳のうちの必要情

報を入手し、記載されている所有者を空家所有者として特定することが考えられます。 

 

ⅰ）登記簿謄本（建物登記簿謄本・土地登記簿謄本） 

収録データ ・登記情報 

利用方法 ・空家の家屋番号（＝地番）の建物登記簿謄本に記載されている所有者情報（氏名、住所）

を、空家所有者として特定する。 

・建物登記簿謄本による特定ができない場合は、土地登記簿謄本による追跡調査をする。

例として、Ｄ市区町村においては、建物登記簿謄本により空家所有者を特定できない（連

絡がとれない）ケースの大半は空家所有者が借地人である場合が多いことから、土地登

記簿謄本上の土地所有者を通じて空家所有者を特定している。 

入手方法 ・法務局窓口での申請（公用申請） 

利用上の利点 ・建物登記簿謄本の所有者欄で、登記簿上の所有者の住所、氏名が直接にわかる。 

・建物登記簿謄本により所有者を特定できない場合には、土地登記簿謄本を用いて土地所有

者を明らかにし、土地所有者からの情報提供により空家所有者を特定できる場合がある。 

利用上の留意点 ・登記されていない建物は、当然であるが利用できない。 

・建物登記簿謄本上の空家所有者の住所が、空家の住所のままになっている場合には、空

家所有者を追跡し特定することが困難である。 
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ⅱ）固定資産課税台帳（家屋課税台帳） 

収録データ ・住宅の所有者情報 

利用方法 ・当該空家の地番（家屋番号）に該当する家屋の所有者を空家所有者として特定する。 

 ただし、台帳情報のうち利用できるデータは、登記簿に記載されている情報と同じ情

報のみである。  

入手方法 ・市町村の税務所管課への申請による 

利用上の利点 ・登記簿と同じ所有者情報が、市町村内部で入手できる。 

利用上の留意点 ・固定資産課税台帳データの利用は、個人情報の目的外利用となるので、税務所管課、

個人情報保護関係課と協議、調整が必要。 

・価格をはじめとする固定資産課税台帳に記載されている事項は原則として地方税法第

２２条（秘密漏えいに関する罪）に規定する「秘密」に該当するため、公用であって

も税務所管課外に提供することはできない。しかし、例外的に、所有者の氏名、住所

等の情報であって登記簿に記載されている情報と一致している情報に限っては、これ

は一般に公開されている情報で同条の「秘密」には該当しないため、利用することが

できる。同台帳の情報の提供及び利用に当たってはこの点に十分留意する必要がある。 

 

・利用する情報を空家所有者に必要な情報（氏名・住所等）に限定し、個人情報保護審

査会等への諮問など個人情報保護条例等に基づき、適切に取り扱うことが重要である。 

 （参考） 

○目的外利用の理由と公的利用の整理 

（例） 

＊定住促進での空家活用のための所有者への意向調査など公的利用に限定 

＊老朽空家所有者への意向調査として公的利用に限定 

○個人情報保護条例等の関連規定との関係の整理 

（例） 

＊目的外利用及び提供の制限の規定 

＊必要に応じて、個人情報保護審議会の意見を聴く 
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（１）国土交通省平成２１年度空家実態調査におけるアンケート調査票 

 

 

 

ステップ４ 空家所有者への実態・意向調査の参考資料 

注：本調査においては、問２で自己利用と回答しながら、問 12 で賃借人等の入居者が退去したために回答する、

という回答がみられた。これは、かつて賃貸していたが退去したので、今は物置等に自己利用しているとい

うようなケースと考えられる。しかし、賃貸の意思はあるものの、もともとが持家なので自己利用と回答し

たとも考えられ、回答者の認識にばらつきがある可能性があるため、設問の表現・内容・時制や回答要領の

工夫・改善を検討している。 
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（２）A 都道府県空家実態調査（平成 22 年度調査）におけるアンケート調査票 

 

 

 

A 都道府県空家実態調査 調査票 



105 

 

 



106 

 



107 

 

 

 



108 

（３）Ｅ市区町村空家実態調査（平成 22 年度調査）におけるアンケート調査票 

 

 

○○ 

○○ ○○ ○○ 

○○
○○－○○○○－○○○○ 
○○－○○○○－○○○○ 

○ 
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